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多様な学生への働く準備性を高める就職支援 

―4年間の取組みの成果と課題 ―

山本美奈子 1）・松坂暢浩 1）・有海順子 2）

1）山形大学学術研究院（学士課程基盤教育機構）、2）山形大学障がい学生支援センター

１．はじめに 

（１）問題と目的 

高等教育機関における発達障害の学生が急増し、

進路・就職に関わる移行支援が喫緊の課題になって

いる。日本学生支援機構（以下 JASSO）の「大学、

短期大学及び高等専門学校における障害がある学生

の修学支援に関する実態調査結果報告書」によると、

修学面での配慮希望や学修支援を希望する学生は、

58.8％（2015 年）から 78.6%（2021年）と 6 年間

で 20%近く増加している。しかし卒業者の半数以上

が進学先や就職先が決まっていない状況であり、発

達障害学生の就職率(36.0％; JASSO,2021）は、一

般学生の就職率(96.0％; 厚生労働省,2021）に比べ

てかなり低い状況である。 

このような状況を受けて、独立行政法人高齢・障

害・求職者支援機構（2022）では、診断の有無に関

わらず発達障害を広く捉え、大学など 451 校に調査

を実施した結果、半数近くの大学が発達障害の傾向

のある学生に対して個別の就職支援を行っているこ

とを明らかにしている。また、就職活動のつまずき

を契機に発達障害の特性が顕在化するケースがある

ことを多くの大学が報告しており、学外機関との連

携強化の必要性が唱えられている（知名・井

口,2022）。 

以上のことから、全国的に発達障害の傾向のある

学生が相当数在籍していることが予想される。そこ

で、本実践研究では、2019年から発達障害などの傾

向によって就職活動に不安や悩みを抱える多様な学

生を対象に、学内外の専門機関と連携し働く準備性

を高める講座注1）を実施し、継続フォローにつなが

るように取組んできた。 

本実践研究では、多様な学生への働く準備性を高

める4年間の取組みの成果および今後の課題につい

て明らかにすることを目的にした。 

なお、本実践研究の「多様な学生」とは、発達障

害の診断の有無に関わらず、修学や就職活動を進め

る上で何らかの困り感を自覚している学生とする。

記述に関しては、「障がい」は、法規の表記に従って

「障害」で統一し、「障がい学生支援センター」など

の名称は表記の通りにした。 

（２）発達障害学生への支援 

発達障害学生の就職支援においては、各大学で独

自の取組みが行われている。例えば、京都大学では

年に2回の講座を企画し、学内外の講師によって「社

会への移行」や「働くこと」を考えるきっかけとな

る支援が行われている（宮谷・松原・嶌田ほか:独立

行政法人高齢・障害・求職者支援機構,2022）。九州

大学では、就職の準備性を高めるために、障害のあ

る学生向けに学年を問わず 10 回の講座を企画し支

援を行っている。また、2020 年からは障害学生向け

に低学年からのキャリア教育が開講されている（田

島・横田・田中,2023）。筑波大学においても発達障

害向けの「就職準備講座」が開講され、事前面談、

2 日間の集中講座、事後面談の一連のプログラムに

よる支援が行われている。事後面談では、一人ひと

りの気づきや学びの言語化支援によって、特性や自

己理解が深まることが報告されている（末富・五味・

佐々木ほか,2019）。このように、大学独自の取組み

が進みつつあるが、対象者は、修学面での合理的配

慮や学修支援を利用している学生である。 

一方で、発達障害の傾向があると本人が気づいて
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いても、適切なサポートを受けていない場合もある。

望月（2008）は、大学など在学中から発達障害の傾

向を有していた人が一般枠で就職した場合、職場不

適応などによって離職や休職し、地域の障害者職業

センターに相談にくるケースが少なくないことを指

摘している。また、望月（2008）が指摘した状況か

ら 15 年経過した現在も、改善していないことが明

らかになっている（独立行政法人高齢・障害・求職

者支援機構,2022）。しかし、こうした学生向けのプ

ログラムを実施している大学は、非常に少ない。発

達障害の学生は、情報収集が苦手であったり、コミ

ュニケーションスキルが未熟であることから、就職

活動でつまずきやすい可能性が指摘されている（平

田・早川,2018）。こうした学生の状況を鑑みると、

早い段階からのアプローチが、働く準備性を高め、

進路選択のつまずきを予防する上でも重要であると

考える。なぜなら、障害をオープンにしていない学

生は、障害者雇用や福祉制度について学ぶ機会が少

なく、就職活動に直面する段階になって、どのよう

に働くか困るケースがみられるからである。 

（３）実践の経緯 

報告者の有海は、障がい学生支援センターで、障

害学生の状況に応じ合理的配慮に基づく授業保障や

学修支援を担っている。障がい学生支援センターで

は、合理的配慮に基づく授業保障や学修サポートを

行っていても、授業や卒業研究の優先によって、就

職先が決まらないまま卒業する場合もあった。報告

者の山本・松坂は、大学 1年生向けのキャリア教育

と卒業年度生の進路・就職支援を担っている。就職

支援では、発達障害傾向の学生は、面接選考がなか

なか通らないことをきっかけに、卒業間近に相談に

来るケースがあった。A 障害者職業センターと連携

し職業評価注 2）を受けると特化した強みに気づくも

のの、自己の能力を低く評価する傾向があり、自信

を持って就職活動に臨めないなど多くの共通点があ

った。 

報告者らはこうした学生との関わりを通し、発達

障害傾向の学生も含め、潜在的に持つ特化した能力

を社会で活かすためには、早期からの支援が必要と

考え、働く準備性を高める講座を 2019 年からスタ

ートさせている（山本・松坂・有海,2022）。 

講座では、学生が仕事に就くまでに必要な職業準

備性に関して 5つの要素（「健康管理」、「日常生

活管理（生活面と対人スキル）」、「自己コントロ

ール」、「基本的労働習慣」、「職業適性」）をピ

ラミッドに例えて、説明している（相澤,2007; 図1）。 

これは職種の違いや障害の有無に関係なく、人が働

き続けるために必要不可欠な基礎的能力を表してい

る。本実践研究では、A 大学のキャリアサポートセ

ンターと障がい学生支援センター、A 障害者職業セ

ンターとの学内外の組織が連携し、働く準備性を高

める講座、その後のフォローアップとして就活サポ

ート講座、個別相談と継続的な支援につながるよう

に就職支援に取組んできた。 

２．働く準備性を高める講座の概要 

（１）講座の目的と対象者 

  本講座では、就職に対する不安や悩みを抱える

多様な学生を対象に、働くために必要な職業準備性

が理解できることを目的にしている。 

対象者は、学年を問わず広く募集している。具体

的には、大学 1 年生の 7割強が履修している①キャ

リア教育履修者、②大学の就職支援webシステムの

登録者、③障がい学生支援センター利用者の約

2,000 名に一斉メールで案内し、以下の内容で参加

を呼びかけている。 

この講座は、次のような方を対象にしています。 
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例えば、コミュニケーションが上手くとれない、

人との関係が築けない、空気が読めないと感じてし

まう、生活リズムが上手くつくれない、もの忘れが

多く集中できない、レポートや履歴書などがうまく

書けない（書くのに非常に時間がかかる）、色んな

ことに不安を感じ行動できない、ひとつのことにこ

だわりすぎてしまいきりかえができない など。 

今後、大学生活を送る上でどのようなことを意識す

ればよいのか、支援の活用方法や就職に向けた取組

みについて、専門家の方にお越し頂き、具体的なお

話を伺います。自分ごととして感じる方は、ぜひこ

の機会にお申し込みください。 

（２）実施形式および講座内容 

2019 年は対面式で行ったが、2020 年以後はコロ

ナ禍でオンラインに切り替えた。実施時期は、前期

の授業が終了し夏休みがスタートする1週目を目安

に、90分で行っている。働く準備性を高める講座の

講師は、A 障害者職業センターの主任カウンセラー

に依頼している。 

具体的内容として、講座の前半には、職業準備性

ピラミッド（図 1）を活用して、自己チェック方式 

によって点検し、自分は何ができていて、何が課題

になっているのかを把握することができる。これに

より、課題解決に向けての行動を促したり、できな

いことに対してどのような配慮や支援があるとよい

かを考える際に、視覚化されているため理解が深ま

りやすい。 

講座の後半では、学生が社会資源や制度を理解し

やすいように事例を活用し説明を工夫している。さ

らに、講座の受講中と終了時には、チャットを通し

て疑問に思った点を質問し回答する時間を設けてい

る。講座の終了時には、継続支援につながるように、

キャリアサポートセンターや障がい学生支援センタ

ーを活用するための情報提供も併せて行っている

（表 1）。 

（３）調査内容と倫理的配慮 

講座前と講座後にwebでのアンケート調査を実

施している。主な調査内容として、講座前には、基

本属性、就職活動状況および「困りごとや不安に思

うこと」は選択式（複数回答）にて尋ねている。講

座後には、講座が参考になったか否かを 5段階評価

で尋ね、その理由を自由記述にて求めている。 

倫理的配慮として、アンケート調査の回答は任意

によるもので協力は自由意志によること、途中で記

入を中止しても不利益を被らないことを口頭および

web 上で説明している。また、個人が特定されない

ように配慮することを文面で説明している。 

３. 結果

（１）参加者の推移 

 4 年間の参加者は、15名～36名であった。参加

前の申込者に比べ、20～30%少ない参加率だった。

参加者のうち、障がい学生支援センターを利用して

いる学生とそれ以外で分類した結果（表 2）では、

障がい学生支援センター利用者は、5.5%～33.3%で

あり、近年は参加率が低かった。 

学年別では、大学 1年生～4 年生および大学院生

のそれぞれの学年の参加があった。就職活動状況で

は、大学 1 年～2年生では「就職活動は、まだ先の

ことだと思う」であり、大学 4年生や大学院 2年生

では、「既に就職活動をしているが、困っている」と

回答していた。 

（２）アンケートの回答 

ここでは、2020 年に実施した講座前と講座後のア

ンケート調査結果を示す。講座前の回答者は 46名

であり、「困りごとや不安に思うこと」（複数回答）

では、「就職活動をどのように進めていけばよいかわ

からない」、「いろいろな事に対し不安になり行動

できなくなる」、「勉強に集中できない」であった

（表 3）。4年間の取組みを通して、同様の項目が

上位を占めていた。 

講座後に講座が参考になったか否かを5段階評価

で尋ねた結果、「大変参考になった」「参考になった」 
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n=17

no 自由記述の内容

1 就活はどのようなものかあやふやだったが、今からやるべきことが何かを知ることができたから。

2
支援して欲しい際どうすればいいのかわかった。今まで考えてはいたが思いつかなかった、バイトをする
ことのメリットがわかった。

3 よくある「就活セミナー」とは異なり、発達障害者の就職活動に照らした内容であったから。

4 仕事の適性の項目などを詳細に知ることが出来たから。

5 就活する上での土台となるものを知ることが出来たから。

6 具体例があってイメージが湧きやすかったし、ピラミッド型を使った説明が分かりやすかったから。

7
今後、就職活動をする際に受けられるサポートの情報を得られたから。また、これからの生活の中で、何
を意識して自分と向き合っていけば良いのか、参考になったから。

8 自分について考える良い時間となった。

9
就活を始める上で一番大切なことは適性を考えることだと思っていたが、その土台となる精神面や健康面
を鍛えることの方が重要だと知ることができたから。

10 就職に困ったときに尋ねるべき場所が分かったから。

11 就職について困った時に相談できる場所を知ることができたため。

12 学外で就職について相談できる場所を初めて知ることができ、とても参考になったため。

13
障害者職業センターがどのような支援を行っているかなどが分かったが、実際に今悩んでいることについ
ての直接的な話は聞くことができなかったから。

14
就活について、新たにたくさんのことを知れただけでなく、一年時からやっておいた方がよいことも知る
ことができたから。

15 就職活動に困ったときに相談する所がわかったから。社会で生活していくのに大切なことを知れたから。

16 セミナーの内容が参考になった。

17 就職とはピラミッドのように徐々に達成することがあるということ。

表4　講座が「参考になった」と回答した理由（2020年実施）
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を併せると、76%～100%が参考になったと回答して

いた。4年間の推移を図 2に示した。参考になった

理由の自由記述には、「発達障害学生に向けた具体

的な事例があり、職業準備性のピラミッド型の説明

が分かりやすかった」、「今後、就職活動をする際

に受けられるサポートの情報を得られた」、「就職

に困ったときにたずねるべき場所が分かった」、「こ

れからの生活の中で、何を意識して自分と向き合っ

ていけば良いのか参考になった」などであった（表

4）。 

（３）講座後の就職支援 

働く準備性を高める講座後のフォローアップとし

て、2021 年から就活サポート講座をA 障害者職業

センターと連携して実施している。実施時期は、後

期の授業終了後の春休みがスタートする1週目を目

安に実施し、5 名前後が参加している。就活サポー

ト講座では、就職をするうえで障害特性をオープン

にするかしないか、オープンにした場合の具体的な

支援制度や相談の活用方法を知ることを目的にして

いる。 

このような継続的な取組みを通して、個別の相談

につながるケースが増えてきた。また、「既に就職活

動をしているが、困っている」と回答する学生への

フォロー体制ができるようになった。具体的には、

図 3に示すような就職相談の流れに沿って、困り感

の程度や本人の意向を尊重して自己決定できるよう

に支援している。 

また、就職活動が始まる前の早い段階から障害を

オープンにするかクローズにするか、一般枠就労か

障害枠就労かの相談もあり、学内外の専門機関との

連携支援体制が構築できるようになった。こうした

連携体制によって個別の相談事例では、特化した強

みを活かし一般枠就労を希望した学生が、一般枠就

労の内定につながるケースもあった。 

一方で、一般枠就労を希望していたが途中で障害

枠就労に切り替えるケースもあった。その場合は、

障害者職業センターやハローワークと連携し、職業

評価注2）を経て、障害者手帳注3）を取得し、卒業まで

の夏休みや春休みを利用し、職業準備支援注4）を受

講する流れへとつなげることができた（図 4;厚生労

働省,2018を一部加筆修正）。 

いずれの場合も、学生は、就職活動を通して自分

自身の特性と向き合い、強みを仕事にどのように活

かすかの自己理解や仕事への理解を深め、働き方を

自分自身で決定し主体的に行動したことによるもの

である。個別相談では、こうした個々の学生に併せ

た支援によって、在学中に内定を得るケースも増え

てきている。 

４.考察 

本実践研究の目的は、多様な学生への働く準備性

を高める4年間の取組みの成果および今後の課題に

ついて明らかにすることだった。 

4年間の取組みにおける成果は、2点である。1点

目は、多様な学生向けに、学内外の連携によって働

図4 多様な学生の就職活動と卒業後進路

一般枠
就労

福祉就労

卒業後進路

就職活動

大学

障害者
職業

センター

ハロー
ワーク

学内外で連携
し、学生に働
く準備を意識
させ、行動を
促すアプロー
チが必要

学生

障害枠
就労

その他
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く準備性を高める講座を経年的に取組み、2021年か

らはフォローアップとして、年に2回の講座を体系

的に実施できていることである。毎回、20名前後の

多様な学生が参加しており、潜在的なニーズがある

ことが明らかになった。講座前アンケートの「現在

の困りごとや不安に思うこと」では、参加者の多く

が「就職活動をどのように進めていけばよいかわか

らない」と回答していたが、講座後のアンケートで

は76%～100%が参考になったと回答していた。その

理由には「就活はどのようなものかあやふやだった

が、今からやるべきことが何かを知ることができた」

と記述されており、職業準備性のピラミッドの自己

点検によって、どのように大学生活を過ごし、働く

のか、学生自身が主体的に考えるきっかけにつなが

っていると考えられる。また、「今後、就職活動を

する際に受けられるサポートの情報を得られた」な

ど相談先を知ることにつながっていた。相談先の情

報提供は、学生自身が困った時にどこに相談すれば

よいのかの見通しが持て、就職活動の中断や孤立化

の予防的効果が期待できるといえる。 

2点目は、本取組みを通して、個別相談が増え、

学生個々に合わせた支援と学内外の連携によって、

内定につながるケースが増えたことである。また、

参加者アンケートによって、就職活動で困っている

学生に対して、夏休みの早い段階で就職支援が行え

るようになったことである。こうした学生へのフォ

ローアップができるようになったことは、就職支援

体制の強化や充実につながっているといえる。 

4年間の取組みを通してみえてきた今後の課題は、

2点である。働く準備性を高める講座は、前期の授

業が終了後の夏休みに実施している。先行研究では、

発達障害学生のうち大学生活に上手く適応できない

学生は、対人関係やスケジュール管理、健康管理な

どの課題を抱えており、入学後すぐの5月～6月頃か

ら顕著になることが報告されている（濱名,2007）。

そのため、入学直後の早い段階から多様な学生向け

の初年次キャリア教育を行っていくことが必要であ

る。早期からのキャリア教育によって、卒業後のビ

ジョンを描きながら、大学生活をどのように過ごす

かは、働く準備性を高めるうえでも重要である。な

ぜなら、躓きやすい点を予測し相談や対処法を学び

ながら、得意・不得意の理解を深め行動化すること

は、就職活動や職場定着という点でも違いがでてく

るからである（末富・五味・佐々木ほか,2019）。 

2 点目の課題は、多様な働き方の選択肢がもてる

ように学ぶ機会をつくることである。本講座は、多

様な学生向けに障害者支援や制度の観点からの内容

だったが、障害枠就労で働くことを推奨するもので

はない。近年では、ダイバーシティ経営の観点から、

多様な人材を積極的に採用する企業も増加している。

本人がもつ強みや専門性を活かして、内定獲得につ

ながるケースもあるため、ダイバーシティの観点か

ら、社会の動向や企業の動きについて学ぶ機会が必

要である。山本・松坂（2022）の報告では、ダイバ

ーシティとキャリアデザインの授業を開講し、授業

での学びを通して履修学生の自尊感情が向上したこ

とを報告している。発達障害の学生の就職支援をし

ていると、障害特性にばかり視点がいき、視野狭窄

になっているケースが見受けられる。社会の動向を

踏まえ障害特性も多様な個性の違いの一つとして捉

えることができると、自己理解や企業理解が深まり、

働き方の選択肢の可能性を広げていくことにつなが

ると考える。 

謝辞 

A 大学における多様な学生への働く準備性を高め

る就職支援体制は、キャリアサポートセンター、障

がい学生支援センターの教職員およびA障害者職業

センターの職員との連携によって構築されてきまし

た。また、アンケートの回答は、学生の理解と協力

によって得たものです。ここに感謝の意を表します。 

注釈 

1）働く準備性を高める講座：本講座は、就職活動

に不安を感じている多様な学生向け講座として、 

開講している。 

2）職業評価：都道府県にある障害者職業センター

にて職業能力等を評価し、仕事に適応するために

9



山形大学高等教育研究年報 第16 ・17号 2023 年3月

必要な支援内容、方法等を含む個人の状況に応じ

た支援計画書の作成と助言、指導（職業リハビリ

テーション計画）を行う。 

3）障害者手帳：障害者手帳は「身体障害者手帳」、

「療育手帳」、「精神障害者保健福祉手帳」の 3

種を総称した一般的な呼称。 

4）職業準備支援：都道府県にある障害者職業セン

ターにて就職または職場適応に必要な職業上の

課題の把握とその改善を図るための支援である。

職業に関する知識の習得支援や社会生活技能な

どの向上を図る支援を一人ひとりの状況に応じ、

個別カリキュラムが組まれる。最大で 12 週間、

無料で受講できる。 

付記 

本研究は、第 28回 日本精神保健社会学会の個人

研究口頭発表の内容を加筆修正したものである。 
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在り方―「発達障害」のある若者に対する就業支

援―」『日本労働研究雑誌』(578),32-44 頁. 
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ある学生の修学支援に関する実態調査」 

https://www.jasso.go.jp/statistics/gakusei_shogai

_syugaku/__icsFiles/afieldfile/2022/08/17/2021_h

oukoku_2.pdf（アクセス日 2022 年 12 月 17 日） 

末富真弓・五味洋一・佐々木銀河 2019 「発達障害学

生における就労準備性を高める支援についての検

討:「就職活動準備講座」の分析を通して」『障害

科学研究』（43）163-172 頁. 

田島晶子・横田晋務・田中真理 2023「発達障害のある

学生を対象としたキャリア教育に関する一考察」
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告書サマリー』(2)1-8 頁. 

山本美奈子・松坂暢浩・有海順子 2021 「多様な学生

へのキャリア支援プログラムの検討 －職業準備

性に焦点をあてて －」『メンタルヘルスの社会学』

（27）15-21 頁.  

山本美奈子・松坂暢浩 2022 「ダイバーシティとキャ

リアデザインの授業設計と運営―授業改善に向け

て―」『日本精神保健社会学会』（28）23-30 頁. 

山本美奈子・松坂暢浩・有海順子 2022「職業準備性

を高めるための発達障がい学生への支援―4 年間

の取組みの成果と課題」『第 28 回日本精神保健社

会学会学術大会』 
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令和３年度教育開発連携支援センター活動概要

１ 基盤教育ワークショップ 

【開催日】令和 3 年 9 月 22 日(水) 

Zoom によるオンライン開催 

第 1 部 基調講演 

演題： SDGs 達成に，学術・大学はどのように貢献で 

きるか 

講師： 狩野 光伸 氏 

岡山大学 副理事 

 SDGs 推進企画会議議長 

学術研究院ヘルスシステム統合科学 

学域教授  

第 2 部 ラウンドテーブル 

第 1 分科会 

「第１分科会：SDGs と大学」 

第 2 分科会 

「インターシップ」 

第 3 分科会 

「障がい学生支援に関する事例紹介 

-質の高い教育をみんなに-」

参加者 73 名 

２ ＦＤネットワーク“つばさ” 

（１）統一フォーマットによる「授業改善アンケート」実施

・授業改善アンケートには，４校が参加し，

前期 12,502 枚，後期 9,495 枚のアンケートを実施

した。

【参加校】 

・ 羽陽学園短期大学

・ 桜の聖母短期大学

・ いわき短期大学

・ 湘南医療大学

（２）ＦＤ協議会

○第２7 回 FD 協議会

【開催日】令和 3 年 6 月 4 日(金)

 Zoom によるオンライン開催 

【内 容】 

第１部 協議会 

第２部 事例報告 

山形大学学術研究院教授（理学部主担当） 

山形大学教育開発連携支援センター長 

栗 山 恭 直 

「びらとり大地連携ワークショップ 2020 の報告」 

・北海道平取町での大地連携ワークショップに

ついて

・2020年度開催のワークショップの報告と 2021年

度の募集について

 山形大学学術研究院教授（地域教育文化学部主 

担当） 

山形大学データサイエンス教育研究推進センタ 

ー副センター長 

中 西 正 樹 

「山形大学におけるデータサイエンス教育の取り 

組み及び認定制度への対応状況について」 

【参加者】 62 名 

○第２8 回ＦＤ協議会

【開催日】令和 4 年 3 月 15 日(火)

 Zoom によるオンライン開催 

【内 容】 

  第 1 部 協議会 

  第 2 部 事例報告 

山形大学学術研究院 准教授（障がい学生支援 

センター）

有海 順子

「大学間連携による聴覚障がい学生への遠隔 

情報保障支援の取り組み」   

【参加者】 45 名 

３ 高大連携 

（１）県内高等学校の探究型学習支援

（２）大学訪問/見学の受け入れ

・県内の高等学校１校

※新型コロナウィルス感染拡大防止のため，

学外者の受入れを制限

４ エリアキャンパスもがみ 

（１）教育活動

①基盤共通教育科目

「フィールドラーニング－共生の森もがみ」開講

８プログラム実施

②専門科目

・地域教育文化学部「教育実習」 新庄市

・大学院教育実践研究科「学社融合の実践と課題」

戸沢村 
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●第 23 回 基盤教育ワークショップ

【開催要項】
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令和４年度教育開発連携支援センター活動概要

１ 基盤教育ワークショップ 

【開催日】令和４年 9 月 22 日(木) 

Zoom によるオンライン開催 

第 1 部 基調講演 

演題： 「千葉商科大学の自然エネルギー100％大学 

プロジェクト」 

講師： 田中 信一郎 氏 

千葉商科大学 基盤教育機構 准教授 

第 2 部 ラウンドテーブル 

第 1 分科会 

「キャンパスでのカーボンニュートラル」 

第 2 分科会 

「直接評価指標を用いた授業・カリキュラム改善の 

実践」 

第 3 分科会 

「学生エンゲージメントと校友組織の存在意義」 

参加者 29 名 

２ ＦＤネットワーク“つばさ” 

（１）ＦＤ協議会

○第 29 回 FD 協議会

【開催日】令和 4 年 6 月 28 日（火）

 Zoom によるオンライン開催 

【内 容】 

第１部 協議会 

第２部 事例紹介 

「令和４年度学生ＦＤ会議について」 

北翔大学 教育文化学部芸術学科 教授 

ＦＤ支援委員会 委員長     松澤   衛 

学生ＦＤ北翔アンビエント   眞鍋 有希 

【参加者】 41 名 

（２）その他

・週間・授業改善リレーエッセー

３ 高大連携 

（１）県内高等学校の探究型学習支援

（２）大学訪問/見学の受け入れ

・県内/県外の中・高等学校 27 校

４ エリアキャンパスもがみ 

（１）教育活動

①基盤共通教育科目

「フィールドラーニング－共生の森もがみ」開講

８プログラム実施

②専門科目

・地域教育文化学部「教育実習」 新庄市

・大学院教育実践研究科「学社融合の実践と課題」

戸沢村 
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●第 24 回 基盤教育ワークショップ

【開催要項】
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「山形大学高等教育研究年報」投稿規定

1. 本研究年報について

本誌は、高等教育に関する研究の発展を目的とした研究誌であり、山形大学教育開発

連携支援センター（以下、センター）が発行するものである。

2. 投稿資格

本誌に投稿できる者は、センター関係教員、転勤または退職した元センター関係教員、

旧高等教育研究企画センター関係教員（転勤または退職した者も含む）、共同研究員、客

員研究員、編集委員会が依頼した者、その他、編集委員会が適当と認めた者とする。

3. 投稿内容

本誌の取り扱う内容は高等教育に関する広い領域のものであり、未発表のものとする。

ただし、口頭発表およびその配布資料はこの限りではない。

本誌には投稿原稿の種類は、研究論文、研究ノート、事例報告、書評に区分される。

ただし、編集委員会による依頼原稿等に関しては、この区分に拠らない。

4. 投稿様式

投稿者は、執筆者名、所属名、論稿名、ならびに掲載希望分類名（研究論文、研究ノ

ート、事例報告、書評）を明記して、本誌編集委員会宛に提出する。なお掲載にあたっ

て編集委員会が区分の変更を求めることがある。

投稿者は、原稿内容を電子媒体により送付する。

5. 投稿原稿の採否

投稿原稿の採否は、本誌編集委員会の審議により決定する。投稿原稿は原則として返

却しない。

6. 原稿の体裁

長さ    ：原則として図表や註、参考文献等を含め、23 字×2 段組×40 行を 1 頁

とし、11 頁以内とする。

書式    ：A4 版用紙を縦位置で使用し横書きとする。

余白は原則上下 2.5cm、左右 2cm とする。

使用文字  ：常用漢字、現代仮名づかい、算用数字の使用を原則とする。ただし、

特殊な文字、用語、数字、記号等の使用については編集委員会に相談

すること。

図表    ：白黒での印刷を原則とする。

註・引用文献：原稿末尾に一括して記載する。引用文献は、日本語文献、英語文献を

問わず、註の後にまとめてアルファベット順に記載する。形式は次の
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ように行う。

雑誌：元木幸一 2004 「コピーからコピーへ―中世末期ヨーロッパ北方の

複製文化―」『西洋美術研究』29～49 頁． 
Ka-ho Mok, Hiu-hong Lee 2000 Globalization or re-colonization: 

higher education reforms in Hong Kong. Higher Education 
Policy 13 361-377. 

単行本：小田隆治 2000 『生物学と生命観』培風館． 
Lave, J. & Wenger, E. 1991 Situated learning : Legitimate 

peripheral participation. Cambridge University Press. 
立松潔 2000 「東北地方の工業化とその構造」中村政則（編）『近現

代日本の新視点―経済史からのアプローチ―』吉川弘文館，

328-348 頁．

Beach, K.   Consequential Transitions: A Developmental View of 
Knowledge Propagation Through Social Organizations. In 
Tuomi-Gröhn, T. & Engeström, Y. (Eds.) Between School and 
Work: New Perspectives on Transfer and Boundary Crossing. 
Pergamon. 39-62. 

Lave, J. & Wenger, E. 1991 Situated learning : Legitimate 
peripheral participation. Cambridge University Press.（佐伯胖

訳 1993 『状況に埋め込まれた学習 : 正統的周辺参加』産業図

書）

7. 著作権

掲載された論考の著作権はセンターに属する。なお、本誌内容をセンターのウェブサ

イトに掲載する予定である。

8. 規定の改正

本規定の改正は編集委員会が行う。

9. 原稿送付先・投稿に関する問い合わせ先

〒990-8560 山形市小白川町 1-4-12 
  山形大学教育開発連携支援センター 研究年報編集委員会宛

電話 023-628-4720 
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